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メキシコ経済失速の原因 

 

        公益財団法人  国際通貨研究所  
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2021年下期に急減速したメキシコ、原因は自動車生産の不振 

メキシコの 2021 年 10-12 月期実質 GDP 成長率1は前期比▲0.1％（季節調整後）とな

った。7-9 月期の成長率が同▲0.4％となっていたので、2 期連続のマイナス成長となっ

た可能性がある。速報値段階で改定されることがあるのでマイナス成長が確定したわけ

ではないが、メキシコ経済が下期に急減速したことは間違いない。2020 年にコロナ禍

で大きく減少した反動があるので 2021 年の成長率は前年比 5.2％になった見込みであ

るが、2020 年 10-12月から 1年間の成長率は 1.7％程度にとどまっている。 

下期に急減速した原因として、短期的には自動車生産の不振が挙げられよう。世界的

な半導体不足により、自動車生産は各地で低迷している。下期のメキシコの自動車生産

は合計 145.4 万台で上期の 167.3万台から 13.1％減少していた。 

図 1 メキシコの製造業生産指数 

  

 
1 対象四半期の 1 ヶ月後に発表される暫定値。Timely Estimate と呼ばれている。 
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メキシコの生産指数をみると、製造業全体で下期は上期から 0.8％増加しているのに

対し、輸送機械は同時期▲5.5％となっている。輸送機械が全体の足を引っ張っていたこ

とがわかる。 

半導体不足の原因は新型コロナのまん延による稼働率の低下、サプライチェーンの混

乱である。新型コロナを克服できれば正常化すると期待できるが、次々と変異株が現れ

ており武漢株をベースに開発されたワクチンはそろそろ限界という説もある。変異はラ

ンダムに起こっており、弱毒化する場合もあれば強毒化する恐れもあるという。生産停

滞を一過性とみなすことは時期尚早だろう。 

長期的な懸念も露わに 

更に、長期的な懸念材料も出てきている。固定資本形成（設備投資）の回復が鈍いこ

とである。2020 年の急落のあと多少回復が見られたが、コロナ前の水準に届いていな

い。それどころか、2018 年をピークに固定資本形成は長期的な下落傾向に入っている

ようにみえる。設備投資の長期低迷は、潜在成長率の低下を引き起こしかねない。今後、

注視していく必要がある。 

図 2 実質固定資本形成 
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